
次世代育成支援対策推進法 

松本新一社会保険労務士事務所 行動計画 

 

 社員の働き方を見直し、もっと子育てに関われるよう支援するため、次のように行動計

画を策定する。 

 

１．計画期間  令和 6 年 6 月 1 日～ 令和 9 年 5 月 31 日までの 3 年間 

 

２．内容 

 

 

 

＜対策＞ 

 ● 令和 6 年 6 月～ 1 年度あたり 10 日を付与する。 

 ● 令和 6 年 6 月～ 小学校 3 年生までの子を対象とする。 

   

 

 

 

 

＜対策＞ 

 ● 令和 7 年 3 月～ 育児休業から復帰前に、育児休業中の者と面談し希望を聞く 

  

 

 

 

＜対策＞ 

 ● 令和６年 7 月～ 全労働者に説明し、実施する。 

 

 

 

 

 

目標１：育児・介護休業法を上回る子の看護休暇を導入する。 

目標２：小学校就学前の子を養育する者に対して、フレックスタイム制等の導入を 

検討する。 

 
 

目標 3：ノー残業デーを設けて、周知徹底する。 

 

 

 

 

 
 


